
 

『海外現地法人四半期調査実施 売上高は５期連続減少―経産省』 
    

  経済産業省はこのほど、我が国企業の海外現地法人の海外事業活動に関する調査を実施し、平成

２７年１０～１２月の四半期調査結果を公表した。 

  売上高（全地域合計）は、前年同期比▲２．９％と５期連続の減少となった。地域別（北米、アジア、

欧州）にみると、構成比の高いアジア（構成比４９．４％）は、同▲３．９％と７期連続減少となり、特に中国

の電気機械の減少幅が大きかった。欧州（同１２．２％）は、同▲８．４％と５期連続で減少したものの、北

米（同３１．４％）では同＋２．７％と１０期連続の増加となった。輸送機械（同５２．９％）を地域別にみると、

北米や中国での増加が目立っている。 

  設備投資（同）は、前年同期比▲６．５％と７期連続の減少となった。アジア（構成比５６．３％）は同▲

１２．９％と１２期連続で減少し、特にＡＥＡＮ４は２期連続で２桁の減少だった。欧州（同８．４％）は、同▲

２．１％と６期連続の減少。一方、北米（同２７．０％）は、同＋６．３％と３期ぶりに増加した。従業者数（同）

は、前年同期比▲０．９％と８期ぶりの減少となった。特に中国は１６期連続で減少した。一方、北米は、

１８期連続、欧州は１０期連続の増加となった。 

 

『建設業許可にもマイナンバー 社会保険加入の強化へ―国交省』 
         

  報道によると、国土交通省は「法人番号」（企業版マイナンバー）を建設業許可申請書に記入しても

らう方向で検討に入った。同省は１７年度に全許可業者の社会保険加入を目指す目標を設定してお

り、これを目標達成への有力な方策に位置付ける、という。 

  社会保険関係では、企業がハローワークに提出する「雇用保険適用事業所

設置届」等の様式に法人番号の記載欄が設けられ、今年１月に運用が始まって

いる。社会保険の加入促進をめぐり国交省はこれまで、許可行政庁による未加入

業者への指導と、厚生労働省の保険部局への未加入業者の通報等に取り組ん

できた。未加入の１次下請を排除する取り組みとして、元請にペナルティーを科

すとして、このほど近畿地方整備局発注工事の元請１社を初めて１カ月の指名

停止としている。更に許可申請書への法人番号の記載を通じて、目標達成に向

けた加入促進の活動に一段と力を入れていきたい考えだ。国交省は、建設業許可申請書

に法人番号を書き込めるよう、建設業法に基づく申請様式を見直し、法人番号欄を設ける

としている。許可業種区分を新設する改正建設業法と関連政省令が施行される６月に照

準を合わせ、申請様式の改正の手続きを進めていくとしている。 

 
                 出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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